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第１１回検討会資料 

 

第２ 事務所における掲示義務の在り方について 

 

１ 「事務所」の意義について 

⑴ 法は，認証申請書の必要的記載事項として，「民間紛争解決手続の業務を行う事務所

の所在地」（法第８条第２号）を挙げている。 

⑵ 立案担当者の解説には， 

「法第８条第１項第２号にいう民間紛争解決手続の業務を行う事務所とは，同号がそ

の「所在地」を記載事項としていることからうかがえるように，不動産またはその一部

であることを前提としています。」（「ＡＤＲ認証制度Ｑ＆Ａ」同２５頁） 

との記載がある。 

⑶ 以上のとおり，現行法は，認証紛争解決事業者に物理的な事務所を開設することを求

めている。 

 

２ 現行法における事務所における掲示義務の規律及び解釈 

 ⑴ 法第１１条第２項及び規則第９条第２項の条文及びガイドラインの規律 

○ 法第１１条第２項 

認証紛争解決事業者は、認証紛争解決手続を利用し、又は利用しようとする者に適

正な情報を提供するため、法務省令で定めるところにより、認証紛争解決事業者であ

る旨並びにその認証紛争解決手続の業務の内容及びその実施方法に係る事項であっ

て法務省令で定めるものを、認証紛争解決手続の業務を行う事務所において見やす

いように掲示しなければならない。 

 

○ 同項ガイドライン 

法第１１条第２項の「見やすいように掲示」については，例えば，次の方法がこれ

に該当する。 

ア 一般の外部の者が立ち入ることのできる部屋の室内の壁面に，通常の視力を有

する者が明瞭に判読できる大きさ及び書体の文字で掲示事項を記載した紙等を張

り出しておくこと。 

イ 一般の外部の者が立ち入ることのできる部屋の室内の壁面やカウンターに，掲

示事項を記載した冊子を備え置き，常に当該外部の者が手に取って閲覧すること

のできる状態にしておくこと。 

 

○ 規則第９条第２項 

 法第十一条第二項の規定による掲示は、認証紛争解決事業者である旨及び前項各
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号に規定する事項を認証紛争解決手続の業務を行う事務所に備え置く電子計算機

の映像面に表示する方法により行うことができる。 

 

○ 同項ガイドライン 

規則第９条第２項に規定する事務所に備え置く電子計算機の映像面に表示する方

法による場合は，一般の外部の者が立ち入ることのできる部屋に電子計算機を設置

した上， 

① その映像面に掲示事項が通常の視力を有する者が明瞭に判読できる大きさ及び

書体の文字で自動的に表示されるようにしておくこと（数種の画面が自動的に切

り替わり，これにより掲示事項が網羅される場合を含む。）又は 

② 当該外部の者が当該電子計算機を操作できるようにし，簡単な操作により掲示

事項をその映像面上で閲覧できるようにしておくこと。 

  

⑵ 法第１１条第２項の掲示義務の趣旨について 

○ 「ＡＤＲ認証制度Ｑ＆Ａ」１４２頁 

 認証紛争解決手続を利用し，又は利用しようとする者に対しては，適正な範囲及び

内容の情報を正確に提供する必要があります。また，それらの者が，認証を受けてい

る事業者かそうでない事業者か確実に識別することができるようにすることも重要

です。 

 そこで，法第１１条第２項において，認証紛争解決事業者は，認証紛争解決手続を

利用し，又は利用しようとする者に適正な情報を提供するため，認証紛争解決事業者

である旨並びにその認証紛争解決事業者の業務の内容及びその実施方法に係る事項

（その具体的内容は，規則第９条第１項各号で定められています。）を，認証紛争解

決手続の業務を行う事務所において見やすいように掲示しなければならないとされ

ています。 

 

⑶ オンラインで認証紛争解決手続を完結すること認証紛争解決事業者と事務所の関係

について 

○ 「ＡＤＲ認証制度Ｑ＆Ａ」２４頁 

いわゆるバーチャルリアリティの環境で手続を行う形態のものについても，民間

紛争解決手続の業務を行う事務所を設ける必要があることは，他の場合と同様です。 

そして，この事務所は，物理的な存在を有するものでなければならず，法は，事務

所そのものもバーチャルリアリティの環境である場合を想定していません。 

これは，この事務所に認証紛争解決手続事業者である旨のその他の所定の事項を

掲示することとされ（法第１１条第２項参照），ここに来訪する者に対して必要な情

報を提供する拠点としての機能も併せて担わされていることを反映しているので
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す。 

ただ，オンライン通信手段等によって民間紛争解決手続を行う事務所には，手続実

施者と紛争の当事者とが面接等を行う場所としてとしての機能は盛り込まれないこ

ととなります。その場合でも，例えば，事件管理を行い，所定の機器を備え付けた上，

手続実施者がこれを利用してオンラインで紛争の当事者とやり取りをする場所とし

ての利用を予定した場所であり，一般的な事務所の概念に当てはまるものである限

り（一般的には，事務所は，来訪者の存在が予定されているといえましょう。），民間

紛争解決手続の業務を行う場所としての実質があると認められることになるのでは

ないかと思われます。 

 ⑷ 小括  

   認証紛争解決事業者による情報提供に関する現行の規律（事務所における掲示義

務）の内容とその解釈は以上のとおりであり，認証紛争解決事業者においては，その

業務の拠点として事務所を開設する必要があることに加えて，事務所における掲示義

務を履行するため，当該事務所は「一般の外部の者が立ち入ることのできる」もので

あることも要求されている現状にある。 

 

３ 問題意識等 

⑴ 今後想定される民間紛争解決手続の類型 

  情報通信技術の進展に伴い，情報通信技術を活用した民間紛争解決手続が出現する

ことが見込まれることから，今後，認証の対象となる民間紛争解決手続の業務は，以

下の３類型が想定される。 

❶事務所での対面による手続のみを実施する事業者（以下「❶対面専業事業者」と

いう。） 

❷オンラインによる手続のみを実施する事業者（以下「❷オンライン専業事業者」

という。） 

❸事務所での対面による手続とオンラインによる手続とを併用する事業者（以下

「❸併用型事業者」という。） 

 ⑵ 立法時からの社会環境の変化 

ＯＤＲの普及に伴い，今後，❷オンライン専業事業者，❸併用型事業者の数が増え

ていくことが予想される。 

また，ＡＤＲ法の制定後，情報通信技術の目覚ましい進展により，インターネット

を巡る環境は大きく変化し，スマートフォンの広範な普及を始めとして，インターネ

ットが我が国の社会経済のインフラとなりつつある状況にあり，法的トラブルに遭遇

した場合においても，インターネットを活用して紛争解決情報を収集することがごく

一般的に行われるようになってきているものと思われる。 

 ⑶ 現行の規律の問題点 
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   このような環境変化を踏まえると，認証紛争解決事業者による情報提供に関する現

行の規律（事務所における掲示義務）の妥当性については，以下のような問題点があ

るように思われる。 

  ① 利用者等への情報提供の観点からすれば，オンラインによる認証紛争解決手続を

利用する（又は利用を検討している）紛争当事者が事務所に来訪すること自体が考

え難いことからすれば，そのような紛争当事者に対する適正な情報提供の在り方と

して，従来のような事務所における掲示による方法は現実的ではなく，むしろ，イ

ンターネット上で公表する方法によることが必要かつ合理的といえるのではない

か。 

② 認証紛争解決事業者の負担の観点からすると，特に❷オンライン専業事業者につ

いては，前記①のように紛争当事者に対する事務所での情報提供が事実上想定し難

いにもかかわらず，現行の規律（事務所における掲示義務）を遵守するためだけ

に，一般の外部の者が立ち入ることのできる事務所を設置しなければならないとす

ること（そのような場所を確保するだけでなく，体制の構築・維持のための人的・

物的手当ても必要となる。）は，合理的でない負担を強いることになるのではない

か。特に，スタートアップ系のＯＤＲ事業者においては，シェアオフィス等により

事業を始める者も多いため，そのような負担はなおさら大きいのではないか。こう

した負担があるために認証の取得が避けられることとなれば，民間ＡＤＲの利用促

進を図るために導入された認証制度の意義が損なわれてしまうこととなりはしない

か。 

 

４ 考えられる規律について 

前記３のような問題意識を踏まえて，第８回の検討会においては，事務局において以下

の案を提示した。 

１ 法第１１条第２項の規律を見直すべきであるとの考え方 

① 事務所又はオンラインで掲示をすべきであるとの考え方 

② 事務所及びオンラインで掲示をすべきであるとの考え方 

③ 掲示義務について事務所要件を撤廃し，認証紛争解決手続のそれぞれの特性に応じ

て，オンラインでの掲示も含め，利用者等が見やすいと考えられる方法で掲示すれば

足りるとする考え方 

④ その他の考え方 

２ 規則第９条２項の規律の見直しによって対応をすることが可能であり，法改正を不要

とする考え方 

３ 特に規律の改正を要しないとする考え方 

 

⑴ 第８回の検討会における議論 
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  第８回の検討会においては，利用者等の視点からすれば，情報通信技術が著しく発

達した現代においては，法的トラブルに遭遇した紛争当事者が紛争解決手段を選択す

る際には，インターネットを活用して情報収集することがむしろ原則となっているこ

とが認められることから，現行の規律上掲示が求められる事項をインターネット上で

公表することの有用性について指摘する意見が多数見られ，規律の見直しを要すると

の考え方（１の案）を支持する意見が大勢を占めたが，他方で，２，３の案を支持す

る意見は見られなかった。 

１の案の中でいずれの案を採用すべきかについては意見が分かれた。現行の規律上

掲示が求められる事項について，事務所において掲示することに加えて，インターネ

ット上でも公表することを義務付けることが認証紛争解決事業者にとっては大きな負

担にはならないと考えられることや，インターネットやパソコン等の情報通信技術を

利用できない紛争当事者も想定されること等の理由から，１②の考え方を支持する意

見が一定程度みられた。 

  その一方で，上記の考え方によれば，❷オンライン専業事業者に，義務の履行のた

め，一般の外部の者が立ち入ることのできる事務所を設置することを求めることとな

り，そのことが負担になる等の理由から，１①や１③の考え方を支持する意見も一定

程度見られた。 

⑵ 具体的検討 

ア １①の考え方は，利用者等に提供すべき情報を事務所において掲示するか，イン

ターネット上で公表すればよいこととなるため，❷オンライン専業事業者はインタ

ーネット上で公表すれば足りることとなり，一般の外部の者が立ち入ることができ

る事業所を設置する等の負担がなくなる点が長所として考えられる。 

一方で，このような考え方によれば，情報の提供方法を事務所における掲示とす

るかインターネット上での公表とするかについて認証紛争解決事業者の選択に委ね

られることとなるため，❶対面専業事業者や❸併用型事業者がインターネット上で

の公表を選択した場合には，インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用で

きない紛争当事者が公表に係る情報に接する機会が失われてしまうおそれがあるこ

となどが短所として考えられる。 

 イ １②の考え方は，利用者等に提供すべき情報が認証紛争解決事業者の事務所及び

インターネット上の双方で提供されることとなるため，紛争当事者の置かれた環境

や情報収集の方法を問うことなく必要な情報が提供されることが期待され，利用者

等に対する情報提供の観点からは最も手厚い規律であるといえる。 

その一方で，❷オンライン専業事業者からすれば，前記のとおり一般の外部の者

が立ち入ることができる事務所を設置する負担が生ずることには変わりがなく，か

つ，❶対面専業事業者においても，現行の事務所における掲示に加えて，インター
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ネット上でも所定の事項を公表する義務が加重されることとなるため，認証紛争解

決事業者の負担が最も重くなる規律となる。 

 ウ １③の考え方は，認証紛争解決事業者の事務所を紛争当事者に対する情報提供の

拠点とする整理を改め，認証紛争解決事業者において，利用者等が見やすいと判断

した方法で所定の情報を提供すれば足りるとする考え方であり，この考え方によれ

ば，認証紛争解決事業者が，その特性に応じた最適の方法を選択することができる

ため，柔軟な取扱いが可能となる点が長所であるといえる。 

その一方で，この考え方は，その規律の具体的な内容によっては，どのような方

法で情報を提供すれば義務を履行したこととなるかが曖昧となるおそれがあるた

め，現行の事務所における掲示義務違反が過料の罰の対象となっている（法第３４

条第１項第１号）ことも踏まえると，規律の明確性の観点から危惧する意見が出さ

れたところである。 

⑶ 以上を前提に，どのような規律が適切であると考えられるか。 

  


